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 The study is aimed to contribute to urban policies and, issue on today’s population decreasing society 
and industrial structure. This paper shows the transition of the population dynamics from the heyday of 
the coal industry to the present, and the measures after closing the coal mine closed. As a result, in 











7,728 万人である生産年齢人口は 2029 年で 7,000 万人


























郡，糟屋郡を含めた 33 の市町を対象とし（表 1），旧
産炭地の炭鉱閉山から現在までの変容を住宅政策や離
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エリア
北九州 1 岡垣町 2 遠賀町 3 水巻町 4 中間市
鞍手 5 鞍手町 6 宮田町 7 小竹町 8 直方市
9 赤池町 10 方城町 11 香春町 12 大任町 13 添田町
14 川崎町 15 金田町 16 糸田町 17 田川市
18 山田市 19 頴田町 20 庄内町 21 稲築町 22 嘉穂町
23 碓井町 24 桂川町 25 筑穂町 26 穂波町 27 飯塚市








1970年 1975年 1970年 1975年
1 岡垣町 275 255 18 山田市 443 1,000
2 遠賀町 90 82 19 頴田町 356 539
3 水巻町 943 1,714 20 庄内町 284 449
4 中間市 801 1,650 21 稲築町 414 680
5 鞍手町 232 364 22 嘉穂町 179 210
6 宮田町 202 377 23 碓井町 62 304
7 小竹町 284 284 24 桂川町 233 433
8 直方市 863 997 25 筑穂町 112 194
9 赤池町 289 591 26 穂波町 384 535
10 方城町 13 207 27 飯塚市 1,475 2,373
11 香春町 216 406 28 篠栗町 22 69
12 大任町 133 230 29 須恵町 125 489
13 添田町 ー ー 30 宇美町 6 109
14 川崎町 648 1,380 31 志免町 316 327
15 金田町 56 230 32 粕屋町 134 159
16 糸田町 359 733 33 久山町 56 55


























































































建設される。表 2 の公借数の変遷に着目すると 1970～










 図 1 の 1968 年を見ると炭住依存率の内訳は 60％以
上が 1 ヵ所(3％)，50～60％未満 2 ヵ所(6％)，40～50％
未満 1 ヵ所(3％)，30％～40％未満 7 ヵ所(21％)，20～





が経過した 1983 年の内訳は 20～30％未満 6 ヵ所(18％)，






て考えられる。30 年経過した 1998 年になると，炭住
依存率の内訳は 20～30％未満 1 ヵ所(3％)，10～20％未





















表 2 各市町の公借数と改良住宅建設戸数 
表 1 対象市町(平成の大合併前) 
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炭住依存率 依存レベル 依存レベル 定義 依存レベル 定義
1 0～10％ 5 40％～50％
2 10～20％ 6 50～60％


















































































から 2012 年にかけて 104 ヵ所の工業団地造成が確認で















 図 1 対象市町における炭住依存率の変遷 
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あり，工業以外の職種が約 3 割を占めている。 
 
5.2 産業別人口数の変化 
 各エリアの産業人口比率の変遷を図 2 に示す。 
































町は 1968 年時の炭住依存率は 2％と低く，位置は福岡

















































 図 3 各市町の人口変化率と施策の関係性 その 1 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































 図 4 各市町の人口変化率と施策の関連性 その 2 
35























































































































































































































































































































































































































































 図 5 各市町の人口変化率と施策の関連性 その 3 
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が 1981 年の造成，小竹町の小竹団地(604 千㎡)が 2003
年，方城町の方城中央工業団地(203 千㎡)と田川市の白
鳥工業団地(779 千㎡)が共に 1973 年に造成され，炭住






アの岡垣町(1 番)，遠賀町(2 番)，中間市(4 番)，福岡エ
































































































































注6) 対象市町のうち，宮田町(6 番)，小竹町(7 番)，
添田町(13 番)，田川市(17 番)，山田市(18 番)，
庄内町(20 番)，碓井町(23 番)，須恵町(29 番)，
が策定している。 
注7) 対象市町のうち，添田町(13 番)，川崎町(14 番)，
田川市(17 番)，嘉麻市(平成 17 年において山
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